
◎著作権法の一部を改正する法律 
（平成一五年六月一八日法律第八五号）   

一、提案理由（平成一五年五月二○日・参議院文教科学委員会） 

○国務大臣（遠山敦子君） このたび、政府から提出いたしました著作権法の一部を改

正する法律案について、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 我が国の著作権制度については、情報化等に対応してこれまでも逐次整備を進め、そ

の充実を図ってまいりましたが、昨年七月に策定された政府の知的財産戦略大綱や、本

年三月に施行された知的財産基本法に示された基本的な方針を具体化するため、その一

層の充実が必要となっております。 

 この法律案は、著作権の分野について知的財産戦略を推進し、著作物の利用形態の多

様化等に対応した適切な保護と活用に資するため、映画の著作物の保護期間を延長する

こと、教育機関等において著作権者の許諾を得ずに著作物を利用できる範囲を拡大する

こと、著作権が侵害された場合の司法救済制度の充実を図ること等について必要な改正

を行うものであります。 

 次に、この法律案の内容の概要について申し上げます。 

 第一は、映画の著作物の保護期間を、公表後五十年から公表後七十年に延長すること

であります。 

 著作権法上の映画の著作物には、いわゆる劇場用映画だけでなく、我が国の作品が国

際的にも高い評価を得ている、アニメ、ビデオ、ゲームソフトの映像なども含まれます

が、その保護期間は公表後五十年とされております。これに対し、一般の著作物の保護

期間は著作者の死後五十年とされており、これには著作者の生存期間が含まれておりま

す。このため、映画の著作物の保護期間は、一般の著作物の保護期間と比較すると著作

者の生存期間の分だけ実質的に短いという状況にあります。また、他の先進諸国におい

ては、公表後五十年という条約上の義務を超えて、より長い保護期間を法定することが

一般化しております。このような状況を踏まえ、内外における我が国の映画の著作物の

保護を強化するため、映画の著作物の保護期間を公表後七十年に延長するものでありま

す。 

 第二は、教育の情報化等に対応して、教育のための著作物の利用を円滑化するため、

著作権者の許諾を得ずに著作物を利用できる範囲を拡大することであります。 

 具体的には、授業の過程で使用するために学習者が複製を行う場合、遠隔授業におい

て教材等の公衆送信を行う場合、インターネット等を用いた試験等における問題として

公衆送信を行う場合、いわゆる拡大教科書を作成する場合を、著作権者の許諾を得ずに

著作物を利用できる例外に加えるものであります。 

 第三は、著作権が侵害された場合の司法救済制度について、これを更に充実するため

の規定を設けることであります。 

 著作権の侵害訴訟においては、権利者自らが、侵害行為や損害額を立証することが必



要ですが、著作物等の利用形態の多様化に伴い、その立証が困難な状況が生じておりま

す。このような状況を踏まえ、裁判における審理を促進し、侵害行為への迅速で有効な

対応を推進するためには、権利者の立証負担をできる限り軽減することが必要となって

おります。このため、まず、侵害行為についての立証負担を軽減するため、原告が侵害

品だと主張するものを被告が否認する場合には、被告自身が自己の行為の具体的態様を

明らかにする義務を負わせることとするものであります。次に、損害額についての立証

負担を軽減するため、侵害品が販売された数量を、権利者が販売し得たものとして、そ

の数量に正規品の単位当たり利益を乗じて損害額を算定できることとするものでありま

す。 

 最後に、施行期日等についてであります。 

 この法律は、平成十六年一月一日から施行することとし、所要の経過措置を講ずるこ

ととしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、十分御審議の上、速やかに御賛成くださいますようお願いいたします。よろ

しくお願いします。 

二、参議院文教科学委員長報告（平成一五年五月二三日） 

○大野つや子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文教科学委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、著作権制度をめぐる内外の情勢の変化に対応し、著作権等の適切な保護

に資するため、映画の著作物の著作権の存続期間を公表後五十年から公表後七十年に延

長するとともに、著作権等を侵害された者の救済を図るための制度を充実するほか、著

作物等の公正な利用を図るため、いわゆる拡大教科書の作成や遠隔授業等をより円滑に

行えるようにするための措置等を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、著作権教育の充実、拡大教科書の作成、使用に係る支援等に

ついて質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願いたいと存じます。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年五月二二日） 

 政府は、近年のデジタル化・ネットワーク化の進展等に対応し、著作権の保護と著作

物の利用の円滑化を図るため、次の事項について特段の配慮をすべきである。 

一、教育機関における複製等に係る権利制限の拡大に当たっては、著作権者の利益を不

当に害することのないよう、著作権教育の一層の充実を図ること。 

二、障害者が著作物等を享受する機会が十分に確保されるよう、制度の見直しを含め積

極的に取り組むとともに、学校教育において、障害の状態等に応じた適切な教科書及



び教材を利用できるよう、必要な諸条件の整備・充実に努めること。 

三、著作物等の利用に関する技術が急速に発展していることを踏まえ、著作権等の保護

の実効性を確保するため、損害賠償制度の見直し等、司法救済制度の改善・充実につ

いて引き続き検討を進めること。 

 右決議する。 

三、衆議院文部科学委員長報告（平成一五年六月一二日） 

○古屋圭司君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文部科学委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案の内容は、映画の著作物の保護期間の延長、教育機関における著作物活用の促進、

著作権侵害に対する司法救済の充実などであります。 

 本案は、参議院先議に係るもので、六月五日本委員会に付託され、昨十一日質疑を行

い、採決の結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年六月一一日） 

 政府は、近年のデジタル化、ネットワーク化の進展等に対応し、著作権の保護と著作

物の利用の円滑化を図るため、次の事項について特段の配慮をすべきである。 

一 教育機関における複製等に係る権利制限の拡大に当たっては、著作権者の利益を不

当に害することのないよう、著作権教育の一層の充実を図ること。 

二 様々な障害を抱える人たちが、著作物等の恩恵を等しく享受することができるよう、

制度の見直しを含め積極的に取組みを進めるとともに、学校教育の場において、個々

の児童・生徒の障害の特性等にきめ細やかに応じた指導が可能となるよう、教科書・

教材の充実等必要な諸条件の整備に一層努めること。 

三 著作物等の利用に関する技術が急速に発展していることを踏まえ、著作権等の保護

の実効性を確保するため、損害賠償制度の見直し等、司法救済制度の改善・充実につ

いて引き続き検討を進めること。 


